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分譲マンション管理運営講座

《マンション管理の基本と実務Ⅲ》

「大規模修繕工事の実施前に
準備・確認すべきこと」

一般社団法人広島県マンション管理士会
マンション管理士 村上 竜介

令和７年

２．７（金）
18:30～20:30

『長期修繕計画作成ガイドライン』の改正内容、
大規模修繕工事（特に給・排水設備関係）について
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Ⅰ．長期修繕計画作成ガイドラインの
改定について

令和６年６月７日改定



１．法体系における長期修繕計画標準様式及び長期修正計画作成ガイドラインの位置づけ

（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
（国土交通省）コメントから抜粋）
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２．長期修繕計画作成ガイドラインの改定（令和６年６月）について

（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）
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３．修繕積立金の実態

（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）
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（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

３．修繕積立金の実態
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（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

３．修繕積立金の実態
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（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

３．修繕積立金の実態
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（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

３．修繕積立金の実態

（１０５円／㎡・月）

（４０３円／㎡・月）
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（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

D:計画期間全体における 月あたりの修繕積立金の平均額 （円／㎡・月）
E:計画期間全体における月あたりの修繕積立金の最低額（円／㎡・月）
Ｆ:計画期間全体における月あたりの
修繕積立金の最高額（円／㎡・月）

４．段階増額積立方式における適切な引き上げの考え方
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（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

D:計画期間全体における 月あたりの修繕積立金の平均額 （円／㎡・月）
E:計画期間全体における月あたりの修繕積立金の最低額（円／㎡・月）
Ｆ:計画期間全体における月あたりの
修繕積立金の最高額（円／㎡・月）

工事費高騰等の状況を踏まえた長期修繕額
の見直しにあたって、管理適正化のために
現在の修繕積立金の額を大幅に引き上げる

等を制限するものではありません

４．段階増額積立方式における適切な引き上げの考え方
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（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

５．「均等積立方式」に関する記載の充実
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（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）
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５．「均等積立方式」に関する記載の充実



（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」
「マンションンの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）
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５．「均等積立方式」に関する記載の充実

均等積立方式であっても、長期修繕計画見
直しの際に、修繕積立金の見直し（引上げ）

を検討しましょう



◆新築マンションの場合

経年に伴う物理的な劣化などにより
低下する性能・機能を新築時の水準

に維持、回復すること（修繕）が基本

◆既存マンションの場合

経年に伴う生活様式や社会環境の変
化等の社会的な要因などから、耐震
性や断熱性など建物及び設備の性
能・機能を新築時の水準から向上さ

せること（改良）も必要

６．「改修工事」「改良工事」の文言の整理

・図マンションの補修・修繕・改修の概念図
（出典：「長期修繕計画作成ガイドライン」（国土交通省）コメントから抜粋）

○ 「改良工事」の促進を目的として、長期修繕計画ＧＬ上の「改修工事」「改良工事」の
文言の整理を行った。
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Ⅱ．マンション管理計画認定制度における
長期修繕計画見直しのポイント



１．マンション管理計画認定制度の概要

（出典：令和６年６月２１日現在ホームページ掲載資料（国土交通省）
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２．マンションの管理計画認定の基準
（マンション管理適正化法第５条の４、同法施行規則第１条の４及び第１条の５、基本方針別紙２
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内容区分

⑴管理者等が定められていること
⑵監事が選任されていること
⑶集会が年一回以上開催されていること

管理組合の運営１

⑴管理規約が作成されていること
⑵マンションの適切な管理のため、管理規約において

災害等の緊急時や管理上必要なときの専有部の立ち
入り、修繕等の履歴情報の管理等について定められ
ていること
⑶マンションの管理状況に係る情報取得の円滑化の

ため、管理規約において、管理組合の財務・管理に関
する情報の書面の交付（または電磁的方法による提
供）について定められていること

管理規約２

⑴管理費及び修繕積立金等について明確に区分して
経理が行われていること
⑵修繕積立金会計から他の会計への充当がされてい
ないこと
⑶直前の事業年度の終了の日時点における修繕積

立金の三ヶ月以上の滞納額が全体の一割以内である
こと

管理組合の経理３



２．マンションの管理計画認定の基準
（マンション管理適正化法第５条の４、同法施行規則第１条の４及び第１条の５、基本方針別紙２
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内容区分

⑴長期修繕計画が「長期修繕計画標準様式」に準拠し作

成され、長期修繕計画の内容及びこれに基づき算定され
た修繕積立金額について集会にて決議されていること
⑵長期修繕計画の作成又は見直しが七年以内に行われ
ていること
⑶長期修繕計画の実効性を確保するため、計画期間が

三十年以上で、かつ、残存期間内に大規模修繕工事が二
回以上含まれるように設定されていること
⑷長期修繕計画において将来の一時的な修繕積立金の
徴収を予定していないこと
⑸長期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額

から算定された修繕積立金の平均額が著しく低額でない
こと
⑹長期修繕計画の計画期間の最終年度において、借入
金の残高のない長期修繕計画となっていること

長期修繕計画の作成及び見直し
等

４

⑴管理組合がマンションの区分所有者等への平常時にお

ける連絡に加え、災害等の緊急時に迅速な対応を行うた
め、組合員名簿、居住者名簿を備えているとともに、一年
に一回以上は内容の確認を行っていること
⑵都道府県等マンション管理適正化指針に照らして適切
なものであること

その他５



３-１．長期修繕計画の作成または見直しが７年以内に行われていること
①長期修繕計画の作成・変更に係る集会（総会）の議決日が、認定申請日以前７年以内であること
②長期修繕計画開始日は申請日以前７年以内であること

2017.11.1 2018.4.1 2024.10.1 2047.3.31

（出典：「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

３．マンション管理認定制度 認定基準（詳細）
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３-２．長期修繕計画の計画期間全体での修繕積立金の総額から算定された修繕積立金の
平均額が著しく低額でないこと

（出典：「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

３．マンション管理認定制度 認定基準（詳細）

【マンションの修繕積立金に関するガイドラインによる修繕積立金の額の目安】
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※機械式駐車場を除く



（出典：「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

３．マンション管理認定制度 認定基準（詳細）
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機械式駐車場の修繕工事費
（１台当たり月額）

機械式駐車場の機種

６，４５０円/台・月２段（ピット１段）昇降式

５，８４０円/台・月３段（ピット２段）昇降式

７，２１０円/台・月３段（ピット１段）昇降横行式

６，２３５円/台・月４段（ピット２段）昇降横行式

４，６４５円/台・月エレベーター方式・垂直循環方式

５．２３２円/台・月その他

機械式駐車場がある場合の加算額
＝ 機械式駐車場の１台あたり月額の修繕工事費（下表）×台数

÷マンションの総専有床面積（㎡）

（例）３段（ピット２段）昇降式 ３０台、総専有床面積 ４，９００㎡の場合
⇒ 5,840円×30台÷4,900㎡=36円（円/㎡・月）

【機械式駐車場の１台あたり月額の修繕工事費

※駐車場の維持管理・修繕工事費や駐車場使用料について、管理費や修繕積立金と区分して経理している場合
など、機械式駐車場の修繕工事を駐車場使用料収入で賄うこととする場合には「機械式駐車場がある場合の
加算額」を加算する必要はありません。
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３．マンション管理認定制度 認定基準（詳細）

計画期間全体での修繕積立金の平均額（㎡当たり月単価）の算出方法

（出典：「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）



（出典：「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

３．マンション管理認定制度 認定基準（詳細）

（例）
建物の階数：地上 10 階建、建築延床面積：7,000 ㎡

マンションの総専有床面積：4,900 ㎡（戸当たり 70 ㎡、住戸数 70 戸） （Ｘ）
計画期間当初における修繕積立金の残高：7,000 万円 （Ａ）
計画期間全体で集める修繕積立金の総額：2 億 6,460 万円 （Ｂ）
計画期間：30 年 （Ｙ）
※計画期間全体における専用使用料等からの繰入額の総額：9,000 万円 （Ｃ）
※機械式駐車場（３段（ピット２段）昇降式（３０台））

ガイドラインによる修繕積立金の額の目安
⇒２０６（１７０＋３６） 円/㎡・月～３５６（３２０＋３６）円/㎡・月）の範囲内

ＢＡ Ｃ

Ｘ Ｙ
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３-３．長期修繕計画において将来の一時的な修繕積立金の徴収を予定していないこと

⇒「修繕積立金 次年度繰越金」が赤字でないこと
（長期修繕計画総括表（様式第４－１号））が赤字でない

３-４．長期修繕計画の計画期間の最終年度において、借入金の残高のない計画となって
いること

⇒長期修繕計画での最終年度が赤字でないこと
・「修繕積立金 次年度繰越金」
（長期修繕計画総括表（様式第４－１号））が赤字でない

（出典：「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年改定内容について（国土交通省）から抜粋）

３．マンション管理認定制度 認定基準（詳細）
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■参考資料 長期修繕計画標準様式（抜粋）

・出典：「長期修繕計画標準様式」（国土交通省）より抜粋

（様式第４－１号） 長期修繕計画総括表
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■参考資料 長期修繕計画標準様式（抜粋）

・出典：「長期修繕計画標準様式」（国土交通省）より抜粋

（様式第４－２） 収支計画グラフ
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■参考資料 長期修繕計画標準様式（抜粋）

・出典：「長期修繕計画標準様式」（国土交通省）より抜粋

（様式第４－３号） 長期修繕計画表（推定修繕工事項目（小項目）別、年度別）
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■参考資料 長期修繕計画標準様式（抜粋）

・出典：「長期修繕計画標準様式」（国土交通省）より抜粋

（様式第４－３号） 長期修繕計画表（推定修繕工事項目（小項目）別、年度別）
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Ⅲ．給・排水設備関係の修繕について



◆マンション標準管理規約（単棟型）

別表第２ 共用部分の範囲

１エントランスホール、廊下、階段、エレベーターホール、エレベーター室、
共用トイレ、屋上、屋根、塔屋、ポンプ室、自家用電気室、機械室、受水槽室、
高置水槽室、パイプスペース、メーターボックス（給湯器ボイラー等の設備を
除く。）、内外壁、界壁、床スラブ、床、天井、柱、基礎部分、バルコニー等
専有部分に属さない「建物の部分」

２エレベーター設備、電気設備、給水設備、排水設備、消防・防 災設備、
インターネット通信設備、テレビ共同受信設備、オートロック設備、宅配ボックス、
避雷設備、集合郵便受箱、各種の配線配管（給水管については、本管から各住
メーターを含む部分、雑排水管及び汚水管については、配管継手及び立て管）
等専有部分に属さない「建物の 附属物」

３管理事務室、管理用倉庫、清掃員控室、集会室、トランクルーム、倉庫及び
それらの附属物

１．マンション標準管理規約における共用部分の範囲
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・図マンションの専有部分と共用部分の区分の例示
（出典：「マンション管理標準指針」（国土交通省）コメントから抜粋）

２．マンションの専有部分と共用部分の区分の例示

給水管の区分（断面略図）
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排水管の区分（断面略図）
（スラブ上配管の場合）



・図マンションの専有部分と共用部分の区分の例示
（出典：「マンション管理標準指針」（国土交通省）コメントから抜粋）

２．マンションの専有部分と共用部分の区分の例示

給水管の区分（断面略図）
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排水管の区分（断面略図）
（スラブ上配管の場合）



◆マンション標準管理規約（単棟型）

（敷地及び共用部分等の管理）
第２１条 敷地及び共用部分等の管理については、管理組合がその責任と負担においてこれを行う
ものとする。ただし、バルコニー等の保存行為（区分所有法第18条第１項ただし書の「保存行為」を
いう。以下同じ。）のうち、通常の使用に伴うものについては、専用使用権を有する者がその責任と
負担においてこれを行わなければならない。

２ 専有部分である設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理

を共用部分の管理と一体として行う必要があるときは、管理組合がこれを行
うことができる。

２１条関係のコメント

⑦ 第２項の対象となる設備としては、配管、配線等がある。配管の清掃等に要する費用について
は、第２７条第三号の「共用設備の保守維持費」として管理費を充当することが可能であるが、配管
の取替え等に要する費用のうち専有部分に係るものについては、各区分所有者が実費に応じて負
担すべきものである。なお、共用部分の配管の取替えと専有部分の配管の取替えを同時に行うこと
により、専有部分の配管の取替えを単独で行うよりも費用が軽減される場合には、これらについて
一体的に工事を行うことも考えられる。その場合には、あらかじめ長期修繕計画において専有部分
の配管の取替えについて記載し、その工事費用を修繕積立金から拠出することについて規約に規
定するとともに、先行して工事を行った区分所有者への補償の有無等についても十分留意すること
が必要である。

３．給・排水設備関係の修繕について
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◆マンション標準管理規約（単棟型）

（敷地及び共用部分等の管理）
第２１条 敷地及び共用部分等の管理については、管理組合がその責任と負担においてこれを行う
ものとする。ただし、バルコニー等の保存行為（区分所有法第18条第１項ただし書の「保存行為」を
いう。以下同じ。）のうち、通常の使用に伴うものについては、専用使用権を有する者がその責任と
負担においてこれを行わなければならない。

２ 専有部分である設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理

を共用部分の管理と一体として行う必要があるときは、管理組合がこれを行
うことができる。

各戸が単独で行うよりも安く工事が出来る場合は、
修繕積立金を使って共用部分と専有部分を

まとめて工事することも可能

３．給・排水設備関係の修繕について
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◆マンション標準管理規約（単棟型）

（敷地及び共用部分等の管理）
第２１条 敷地及び共用部分等の管理については、管理組合がその責任と負担においてこれを行う
ものとする。ただし、バルコニー等の保存行為（区分所有法第18条第１項ただし書の「保存行為」を
いう。以下同じ。）のうち、通常の使用に伴うものについては、専用使用権を有する者がその責任と
負担においてこれを行わなければならない。

２ 専有部分である設備のうち共用部分と構造上一体となった部分の管理

を共用部分の管理と一体として行う必要があるときは、管理組合がこれを行
うことができる。

各戸が単独で行うよりも安く工事が出来る場合は、
修繕積立金を使って共用部分と専有部分を

まとめて工事することも可能

３．給・排水設備関係の修繕について
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但し、

 あらかじめ長期修繕計画に専有部分の配管の取替につい
て記載すること

 管理規約で、その工事費用を修繕積立金から拠出すること
を規定しておくこと

 先行して工事を実施している区分所有者に対しての保障の
有無などにも十分に留意することが必要
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出典、参考資料：
・「長期修繕計画作成ガイドライン」「マンションの修繕積立金に関するガイドライン」
令和６年 改定内容について （国土交通省） 発表資料より

・国土交通省ホームページ掲載資料
・「令和6年度マンション管理適正化シンポジウム」（国土交通省） 発表資料より
・「マンション管理標準指針」（国土交通省）コメントから抜粋）


